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グループ各社の紹介 （平成22年3月末現在）

　SMFGカード＆クレジット（FGCC）は、
平成20年10月に三井住友カードとセディ
ナ*を傘下に持つ中間持株会社として誕生
しました。FGCCは、グループのクレジット
カード事業戦略の要としてグループ統一
的な戦略方針の策定と、三井住友カードとセ
ディナの一体的な連携体制の構築を担い、「グ
ループトータルでのスケールメリットの徹底
追求」と「各社の強みを活かしたトップライン
シナジーの極大化」の実現を図っていきます。

* セディナは、セントラルファイナンス、オーエムシーカード、
クオークの3社が、平成21年4月に合併してできたわが国
最大級のコンシューマーファイナンス会社です。

商　　　号：株式会社SMFGカード＆クレジット
事 業 内 容：子会社および関連会社の経営管理等
設立年月日：平成20年10月1日
本社所在地： 東京都千代田区有楽町1-1-2 

（平成22年10月18日以降： 
東京都千代田区丸の内1-1-2）

代　表　者：城野　和也
従 業 員 数：36名

　三井住友銀行は、平成13年4月にさくら銀
行と住友銀行が合併して発足しました。平成
14年12月、株式移転により銀行持株会社とし
て三井住友フィナンシャルグループを設立し、
その完全子会社となりました。平成15年3月
には、わかしお銀行と合併しています。
　三井住友銀行は、国内有数の営業基盤、戦
略実行のスピード、更には有力グループ会社
群による金融サービス提供力に強みを持って
います。三井住友フィナンシャルグループの
もと、他のグループ各社と一体となって、お
客さまに質の高い複合金融サービスを提供し
ていきます。

商　　　号：株式会社三井住友銀行
事 業 内 容：銀行業務
設立年月日：平成8年6月6日
本店所在地： 東京都千代田区有楽町1-1-2 

（平成22年10月18日以降： 
東京都千代田区丸の内1-1-2）

頭　　　取：奥　正之
従 業 員 数：22,460名（就業者数）
拠　点　数
国　内 1,549カ所
（本支店494〈内被振込専用支店38〉、出張所164、代理
店1、付随業務取扱所23、無人店舗867）
海　外 34カ所
（支店15、出張所6、駐在員事務所13）

（注） 国内拠点数は、企業内設置分、コンビニエンスストア
ATMを除いています。

格付情報（平成 22年 6月末現在）

長期 短期
Moody’s Aa2 P－1
Standard & Poor’s A+ A－1
Fitch Ratings A F1
格付投資情報センター（R&I） A+ a－1
日本格付研究所（JCR） AA－ J－1+

財務情報 （単位：億円）
（連結） H19/3 H20/3 H21/3 H22/3

経常収益 29,256 34,110 29,896 25,799
経常利益 7,166 7,349 592 5,577
当期純利益 4,017 3,518 △ 3,173 3,324
純資産額 54,124 50,807 45,186 68,945
総資産額 985,706 1,086,377 1,158,493 1,200,413

　三井住友フィナンシャルグループは、銀行業務を中心に、クレジッ
トカード業務、リース業務、情報サービス業務、証券業務などのさま
ざまな金融サービスにかかる事業を行っています。

商　　　号：株式会社三井住友フィナンシャルグループ
（英　　文：Sumitomo Mitsui Financial Group, Inc.）
事 業 目 的： 子会社である銀行およびその他銀行法により子会社とすることがで

きる会社の経営管理ならびに当該業務に附帯する業務
設立年月日：平成14年12月2日
本店所在地： 東京都千代田区有楽町1-1-2 

（平成22年10月18日以降： 
東京都千代田区丸の内1-1-2）

取締役会長：奥　 正之（ 三井住友銀行頭取兼最高執行役員を兼任）
取締役社長：北山 禎介（三井住友銀行取締役会長を兼任）
資　本　金：2兆3,378億円（平成22年3月31日現在）
上場取引所： 東京証券取引所、大阪証券取引所、

名古屋証券取引所（すべて市場第一部）

www.smbc.co.jp

トップラインシナジー
の極大化

スケールメリットの追求

www.smfg.co.jp

●  お客さまに、より一層価値あるサービスを提供し、お客
さまと共に発展する。

● 事業の発展を通じて、株主価値の永続的な増大を図る。
●  勤勉で意欲的な社員が、思う存分にその能力を発揮でき
る職場を作る。

経営理念
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　三井住友ファイナンス＆リースは、平成
19年10月に三井住友銀リースと住商リース
が合併して誕生しました。三井住友フィナン
シャルグループが持つ財務ソリューション提
供力と、住友商事グループが持つ多様なバ
リューチェーンが融合し、質・量の両面で本
邦ナンバーワンのリース事業確立を目指して
います。
　ユーザービジネス・サプライヤービジネス
という強力なチャネルを持つ営業力、航空
機オペレーティングリース事業等、付加価
値の高い商品・サービスは業界屈指です。時
代を先取りしたハイクォリティなリース業

務を通じて多様化するお客さまのニーズに
お応えし、リース業界のリーディングカン
パニーとして社会に貢献していきます。

商　　　号：三井住友ファイナンス＆リース株式会社
事 業 内 容：リース業務
設立年月日：昭和38年2月4日
本社所在地：［東京本社］東京都港区西新橋3-9-4
 ［大阪本社］大阪市中央区南船場3-10-19

代　表　者：石田　浩二
従 業 員 数： 1,538名

格付情報（平成 22年 6月末現在）

長期 短期
格付投資情報センター（R&I） A+ a－1
日本格付研究所（JCR） AA－ J－1+

財務情報 （単位：億円）
H19/3* H20/3 H21/3 H22/3

リース成約高 5,994
5,168 10,541 8,958 7,336

営業収益 6,300
3,799 7,084 9,476 8,947

営業利益 315
247 362 364 439

 * 上段は三井住友銀リース、下段は住商リースの計数を表示してい
ます。

www.smfl.co.jp

www.cedyna.co.jp

　三井住友カードは、国内における｢VISA｣
のパイオニアとして、また日本のクレジッ
トカード業界を牽引する一員として、多く
のお客さまに支持されてきました。三井住
友フィナンシャルグループにおける戦略的
事業会社として重要な役割を担っており、
高いブランド力と総合的なカード事業の展
開力を活かし、お客さまのニーズに合った
クレジット機能を中心とする決済・ファイナ
ンスサービスを提供しています。カードビ

ジネスを通じて｢安心で豊かな消費生活の
実現｣に積極的に貢献し、トップブランド
企業としての更なる飛躍を目指しています。

商　　　号：三井住友カード株式会社
事 業 内 容：クレジットカード業務
設立年月日：昭和42年12月26日
本社所在地：［東京本社］東京都港区海岸1-2-20
 ［大阪本社］大阪市中央区今橋4-5-15

代　表　者：月原　紘一
従 業 員 数：2,247名

格付情報（平成 22年 6月末現在）

長期 短期
日本格付研究所（JCR） A+ J－1+

財務情報 （単位：億円）
H19/3 H20/3 H21/3 H22/3

カード取扱高 47,538 53,752 58,587 62,090
営業収益 1,576 1,684 1,802 1,836
営業利益 141 169 223 243
会員数（千人） 14,951 16,406 18,655 20,504

　セディナは、平成21年4月にオーエム
シーカード、セントラルファイナンス、ク
オークの3社が持つ顧客基盤、営業力、独
自のノウハウを結集・融合して誕生しまし
た。三井住友フィナンシャルグループの一
員として、三井住友カードと連携し本邦ナ
ンバーワンのクレジットカード事業体の実
現を目指します。同時に、クレジットカー
ド事業、信販事業、ソリューション事業を
融合した日本最大級のコンシューマー・ファ
イナンス会社として、お客さまに価値ある
商品・サービスを提供します。

商　　　号：株式会社セディナ
事 業 内 容： クレジットカード業務、信販業務
設立年月日：昭和25年9月11日
本社所在地：［本店］名古屋市中区丸の内3-23-20
 ［東京本社］東京都港区港南2-16-4

代　表　者：山下　一
従 業 員 数： 3,223名

格付情報（平成 22年 6月末現在）

長期 短期
Standard & Poors A－ A－ 2
日本格付研究所（JCR） A J－ 1

財務情報 （単位：億円）
H21/3 H22/3

オーエムシーカード セントラルファイナンス クオーク
カード取扱高
営業収益 1,377 806 448 2,239
営業利益 69 △ 14 △ 52 △ 408
会員数（千人） 24,933

www.smbc-card.com
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　SMBCフレンド証券は、業界トップクラ
スの財務基盤と高い経営効率を誇る、リ
テール向け事業を中核とするフルライン
サービスの証券会社です。全国各地に店舗
を展開し、地域に密着した独自性のあるサー
ビスの提供に努めるとともに、平成18年9

月からは三井住友フィナンシャルグループ
の100％出資会社となり、グループ各社と
の連携を一段と強化し、協働ビジネスを展
開しています。
　今後とも「リテールマーケットで日本を代

表する質の高い証券会社」を目指して、お客
さまのニーズに応じた質の高い商品･サービ
スの提供に努め、一人ひとりのお客さまとの
間に強い信頼関係を築いていきます。

商　　　号：SMBCフレンド証券株式会社
事 業 内 容：金融取引業
設立年月日：昭和23年3月2日
本社所在地： 東京都中央区日本橋兜町7-12

代　表　者：遠藤　修
従 業 員 数：2,197名

財務情報 （単位：億円）
H19/3 H20/3 H21/3 H22/3

営業収益 587 605 432 674
営業利益 212 190 23 228

　日本総合研究所は、「新たな顧客価値の共
創」を基本理念に、システムインテグレーショ
ン・コンサルティング・シンクタンクの3つの
機能を有機的に結び付けた「知識エンジニア
リング」活動を行っています。ITを基盤とす
る戦略的情報システムの企画・構築、アウト
ソーシングサービスの提供に加え、経営戦略・
行政改革等のコンサルティング、内外経済の
調査分析・政策提言等の発信、新事業の創出
を行うインキュベーション等、各分野で創造
的な付加価値を生み出しています。
　平成20年12月、一般事業法人をはじめ
とした幅広いお客さまに向けた ITソリュー
ションを提供するグループ会社・日本総研
ソリューションズと株式会社NTTデータと
の資本・業務提携を行い、平成21年1月、

社名を株式会社JSOLとして新たなスタート
を切りました。今後もグループ会社として
緊密な連携を図りつつ、これまで培ってき
たノウハウをもとに、NTTデータグループ
の有する多様なリソース・ノウハウ等を活用
することで ITのトータル・サービス・プロバイ
ダーとして一層の成長・発展を目指します。

商　　　号：株式会社日本総合研究所
事 業 内 容： システム開発・情報処理業務、コンサル

ティング業務、シンクタンク業務
設立年月日：平成14年11月1日
本社所在地：［東京本社］東京都千代田区一番町16 
 ［大阪本社］大阪市西区土佐堀2-2-4

代　表　者：木本　泰行
従 業 員 数：2,061名

財務情報 （単位：億円）
H19/3* H20/3 H21/3 H22/3

営業収益 846 881 880 817
営業利益 30 38 10 9
 * H18.07にJSOL（旧  日本総研ソリューションズ）を分社化

　日興コーディアル証券は、大正7年7月、
川島屋商店として創業して以来、90年以上
にわたり、お客さまとともに歩んできまし
た。平成21年10月からは三井住友フィナ
ンシャルグループの一員として、新たなス
タートを切りました。国内有数の総合証券
会社として、質の高い商品・サービスを提供
することに加え、三井住友銀行と一体となっ
て新たな銀証融合モデルを創造し、お客さ
まにこれまで以上の価値を提供できるよう、
「本邦ナンバーワンの証券会社」を目指し
ます。

商　　　号：日興コーディアル証券株式会社
事 業 内 容：金融商品取引業
設立年月日： 平成21年6月15日 

旧日興コーディアル証券株式会社および旧日興
シティグループ証券株式会社の会社分割を目的
として「日興コーディアル証券分割準備株式会
社」設立。平成21年10月1日、「日興コーディ
アル証券株式会社」に商号変更し営業を開始。

本社所在地：東京都千代田区丸の内3-3-1

代　表　者：渡邉　英二
従 業 員 数：6,533名

格付情報（平成 22年 6月末現在）

長期 短期
Moody’s Aa2 P－1
Standard & Poor’s A A－1
格付投資情報センター（R&I） A+ a－1
日本格付研究所（JCR） AA－

財務情報 （単位：億円）
H21/3 H22/3

旧 日興コーディアル
証券

旧 日興コーディアル
証券 上期

日興コーディアル証券
H21/6～

（10月営業開始）*

営業収益 1,641 856 1,049
営業利益 196 209 235
*6～ 9月は主として業務開始準備に伴う費用を計上

www.jri.co.jp

www.nikko.co.jp

www.smbc-friend.co.jp


